
令和 3年度第１回東大阪市景観審議会 

議  案  書 

日時  令和 3 年 11 月 30 日(火) 午前 10 時 

場所  東大阪市本庁舎  22 階会議室 1、2 



議案第１号 大阪モノレール南伸事業について（諮問） 

                          ・・ Ｐ.１ 

議案第２号 景観形成重点地区指定に向けた区域について（諮問） 

 ・・ Ｐ.２～Ｐ.４ 

議案第３号 公共空間景観形成ガイドライン（案）について（諮問） 

・・ Ｐ.５ 

議案第４号 デザイン部会の審議予定案件について（諮問） 

・・ Ｐ.６       

議案第５号 デザイン部会で審議された案件の答申について（報告） 

 ・・ Ｐ.７～Ｐ.９  
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議案第１号   大阪モノレール南伸事業について（諮問） 

１．諮問内容 

大阪モノレール南伸事業により、新たにモノレール駅が 3 駅設置されると共に駅周辺整備を実施す

ることから、本市景観条例第 31 条１項（２）のその他景観の形成に関する重要事項に該当し、本審議

会において審議いただく必要があると判断したため、事業を進めるにあたり景観に対する配慮につい

てどのような考え方を持つべきか等意見を伺いたい。 

２．課題 

大阪モノレールについては、本市域内約 5.0km に渡り高架構造物が建設され、一定間隔に橋脚が建

つことからも、本市の景観に影響を与える構造物であると言える。また、モノレール本体と駅前交通

広場等の周辺施設では事業主体が異なるため、各々の景観に対する考え方が統一されず、一体感のな

い駅前景観となる恐れがある。 

３．事業概要 

 ■モノレール本体 

建設区間 門真市～(仮称)門真南駅～(仮称)鴻池新田駅～(仮称)荒本駅～(仮称)瓜生堂駅 

  路線延長 約 8.9km 

  駅  数 4 駅 

  開業目標 2029 年（令和 11年） 

  構造形式 複数高架形式（跨座式モノレール） 

事業主体 インフラ部：大阪府 インフラ外部：大阪モノレール株式会社 

 ■関連事業 

  整備施設 鴻池新田地区：駅前交通広場、立体横断施設、歩行空間 

       荒 本 地 区：駅前交通広場、立体横断施設 

       瓜生堂地区：駅前交通広場、立体横断施設 

       都市計画道路：若江稲田線、新庄荒本北線 

  事業主体 東大阪市
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議案第２号  景観形成重点地区指定に向けた区域について（諮問） 

１．諮問内容 

景観形成重点地区の指定を検討するにあたり、区域の選定について意見を聴くもの。 

２．景観形成重点地区の概要 

景観形成重点地区とは 

○景観形成重点地区（東大阪市景観条例第 13 条）とは、景観行政団体が、良好な景観の保全と地区

特性にあった良好な景観の形成を図るために、住民等の意見を聴きながら必要な区域において、

景観に関して地区特性にあった景観形成の方針やきめ細やかな制限の基準を定めるもの 

○景観計画の対象となる景観計画区域（東大阪市全域）のうち、次のいずれかに該当する区域を景

観形成重点地区として指定することができる 

  ① 現にある良好な景観を重点的に保全する必要があると認められる区域  

  ② 新たに良好な景観を重点的に形成する必要があると認められる区域 

景観形成重点地区を指定すると 

 ○景観形成重点地区では、景観計画区域（東大阪市全域）を対象とする景観形成の基本方針に加え、

地区独自の景観形成の方針や地域らしさをより具体化するために、必要な景観形成基準を定める

ことができます。 

▼景観形成重点地区に指定すると、届出対象を大規模な建築物だけでなく、小規模な建築物を含む

規模まで引き下げることが可能になり、地区独自の景観形成基準に沿った届出･勧告を基本とす

るゆるやかな規制誘導をおこなうことができる。 

▼現在、屋外広告物の表示等の行為の制限に関する事項については、屋外広告物法に基づく屋外広

告物条例に委ねているが、景観形成重点地区に指定すると、屋外広告物の規制について地区の景

観形成上必要があると認めるときは必要な事項を定めることができる。 
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景観形成重点地区に定める事項 

景
観
計
画

（
景
観
法
に
基
づ
く
）

景
観
形
成
重
点
地
区

（
市
景
観
条
例
に
基
づ
く
） ◎…必須事項 ○…選択事項

◎◎
景観計画区域 

（法第 8条第 2項第 1号） 景観行政団体が、景観行政を進める場 

◎◎
良好な景観の形成に関する方針 

（法第 8条第 3項） 

（市条例第 13 条第 2項 2号） 

景観計画区域について、将来にわたり良好な景観の形成を

図っていくに当たって必要な方針を定めるもの 

◎◎

良好な景観の形成のための行為の制限

に関する事項 

（法第 8条第 2項第 2号） 

（市条例第 13 条第 2項 1号） 

景観計画区域内で建築行為や開発行為など一定の行為を

行う場合は届出する必要があり、届出の対象となる行為

（届出対象行為）と、それぞれの届出対象行為ごとの行為

の制限（景観形成基準）を定める 

◎◎

景観重要建造物又は景観重要樹木の指

定の方針（区域内に指定対象がある場

合のみ） 

（法第 8条第 2項第 3号） 

地域の景観を形成する上で重要な要素となっている建築

物・工作物・樹木について、景観計画区域内に指定すべき

ものがある場合において、その基本的な考え方を示すもの

○ ○

屋外広告物の表示及び屋外広告物を掲

出する物件の設置に関する行為の制限

に関する事項 

（法第 8条第 2項第 4号イ） 

景観上影響が大きい要素である屋外広告物の規制につい

て、景観行政と連携して進めるため、景観計画に本事項を

定めると、屋外広告物法に基づく条例は、景観計画に即し

て定めることが必要になる 

○ ○

景観重要公共施設の整備に関する事項

及び占用等の基準 

（法第 8条第 2項第 4号ロ・ハ） 

景観を構成する主要な要素の一つである公共施設につい

て、施設管理者との協議・同意に基づいて位置づけ、景観

上必要な整備に関する事項や占用等の許可の基準につい

て定めるもの 

○ ○

景観農業振興地域整備計画の策定に関

する基本的な事項 

（法第 8条第 2項第 4号ニ） 

農業振興地域の整備に関する法律に基づき指定された農

業振興地域において、地域の魅力ある景観を保全・創出す

るために必要となる基本的な事項を示すもの 

（※本市に農業振興地域の指定はありません） 

○ ○

自然公園法の許可の基準 

（法第 8条第 2項第 4号ホ） 

国立・国定公園の特別地域等で行われる自然公園法の許可

が必要な一定の行為について、公園計画に適合する範囲で

良好な景観の形成に必要な上乗せ基準を定めるもの 

（※本市は金剛生駒紀泉国定公園の区域が含まれます） 

○
市長が必要と認める事項 

（市条例第 13 条第 2項 3号） 

○景観計画に定める事項は、景観法により定めるべき「必須事項」（定めること

が望ましい事項を含む）と、必要に応じて選択して定めることができる「選択

事項」に分けられる。 

○景観形成重点地区に定める事項は、市景観条例により次の表に掲げる事項を、

他の区域と区分して景観計画に定めるものとする。 
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３．景観形成重点地区の区域 

新たな景観形成重点地区の指定については、以下の区域においてそれぞれ検討していく。 

 ○近鉄河内小阪駅北側周辺地区 

・東大阪市第３次総合計画…「にぎわいゾーン」 

東大阪市都市計画マスタープラン…「中心商業業務ゾーン」 

東大阪市立地適正化計画…「都市機能誘導区域」 

⇒商業・業務機能等の強化を図り、地域の人びとが集まり交流するにぎわいのある空間の形成

と、歩いて暮らせるまちの実現を図る。 

・近鉄不動産株式会社が所有する大規模な駅前用地の借地契約の満了に伴い、まとまった土地利

用の転換がなされることにより、周辺の都市景観に大きく影響する。 

 ○大阪モノレール（仮称）鴻池新田駅周辺地区 

・東大阪市第３次総合計画…「地域拠点」 

東大阪市都市計画マスタープラン…「沿道商業ゾーン、住環境整備ゾーン」 

東大阪市立地適正化計画…「居住誘導区域」 

   ⇒地域を支える都市機能や日常生活で必要となる基礎的な都市機能の維持・誘導により、歩い

て暮らせるまちの実現を図る。 

・（仮称）鴻池新田駅については、大阪府が開催した令和３年度第２回公共事業アドバイス部会

にて審議されている。 

新駅、立体道路横断施設、駅前広場の設置、及び歩行空間整備が予定されているが、新駅設置

に伴う周辺の土地利用の大きな転換等は未定。 

 ○大阪モノレール（仮称）瓜生堂駅周辺地区 

・東大阪市第３次総合計画…「にぎわいゾーン」 

東大阪市都市計画マスタープラン…「沿道商業ゾーン、住環境整備ゾーン」 

東大阪市立地適正化計画…「都市機能誘導区域」 

   ⇒都市の中心拠点を補完するエリアとして、来訪者拡大を目的とした様々な都市機能を維持・

誘導し、都市の魅力を増大させる。 

  ・（仮称）瓜生堂駅については、大阪府が開催した令和３年度第２回公共事業アドバイス部会に

て審議されている。 

新駅、近鉄新駅、立体道路横断施設、駅前広場（トランジットセンター）の設置が予定されて

いるが、新駅設置に伴う周辺の土地利用の大きな転換等は未定。 
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議案第３号  公共空間景観形成ガイドライン（案）について（諮問） 

１．諮問内容 

 公共施設の景観形成の向上を推進するための指針案について意見を聴くもの。 

２．現在までの経過 

令和元年７月２日に開催した令和元年度第１回景観審議会において、公共空間景観形成ガイドライ

ン（仮称）の策定を予定している旨を報告し、以下のとおり参考意見があった。 

１．審議会委員の意見が反映される様、策定の手続きを進めてもらいたい。 

２．部署毎にガイドラインに対する捉え方が異なるため、どのレベルで折り合いをつけるのかを注

意して庁内協議をされたい。 

３．国や府に対してもメッセージとして発信できる様、意識して作成されたい。 

４．にぎわい、活動、移ろいの景観の観点を盛り込んだ項目を作成されたい。 

なお、ガイドラインの策定に先立ち、令和３年４月より事業担当部署と景観担当部署が共通認識を

持って連携を図るための庁内協議を行う仕組みとして、公共空間景観形成チェックシートを用いたみ

どり景観課への提出を試行している。 

３．公共空間景観形成ガイドライン（案） 

 別紙のとおり 
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議案第４号  デザイン部会の審議予定案件について（諮問） 

１．デザイン部会とは 

○デザイン部会とは、景観に関する専門的事項を審議するため景観審議会に設置された部会。市が主

体となって新築する建築物であって延べ床面積が１,０００㎡以上のものを対象に建築物、外構等の

デザインについて審議するもの。 

【デザイン部会の対象となるものについての流れ】 

① 諮問 

                           景観審議会        

東大阪市        ⑤ 答申 

②審議依頼     ④答申依頼 

③説明 デザイン部会【議決】 

２．審議予定案件（諮問） 

令和３年度以降に新築または基本計画の策定等を予定している一定規模以上の市有建築物について 

事業課（室） 建築物名称（又は件名） 

新築予定の市有建築物

（ＰＦＩ事業以外） 
危機管理室 （仮称）東大阪市立防災倉庫 

※ＰＦＩ事業とは 

Privａte-Finance-Initiative（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）の略で、公共事業を実施

するための手法の一つです。民間の資金と経営能力・技術力（ノウハウ）を活用し、公共施設等 

の設計・建設・改修・更新や維持管理・運営を行う公共事業の手法です。 



7 

議案第５号  デザイン部会で審議された案件の答申について（報告） 

１．デザイン部会で審議された案件 

○令和２年度第１回東大阪市景観審議会デザイン部会 

 日  時：令和２年９月９日（水）１０時～１２時 

 場  所：東大阪市役所１８階 会議室２ 

 出席委員：川口委員、久委員、船曵委員 

 欠席委員：藤本委員 

 審議案件：議案第１号 （仮称）東大阪市北蛇草住宅Ｃ棟について（諮問） 

      議案第２号 東大阪都市清掃施設組合（仮称）第六工場について（諮問） 

      議案第３号 東大阪市営旧上小阪東住宅建替事業について（諮問） 

○令和２年度第２回東大阪市景観審議会デザイン部会 

 日  時：令和２年１１月２５日（水）１２時１５分～１３時 

 場  所：近畿大学総合社会学部 久隆浩教授研究室 

出席委員：久委員 

※川口委員、藤本委員、船曵委員の各委員においては、事前に案件について個別説明し、

意見書の提出があったため出席とみなす。（東大阪市景観審議会の部会の設置及び運営

に関する要綱第６条） 

審議案件：議案第１号 （仮称）東大阪市荒本住宅Ｃ棟について（諮問） 
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